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1.  22年9月期の連結業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 3,513 △17.3 58 65.5 73 ― 59 ―
21年9月期 4,250 5.1 35 △72.9 2 △97.6 0 △99.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 5.97 ― 3.5 1.9 1.7
21年9月期 0.00 ― 0.0 0.1 0.8

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  36百万円 21年9月期  △3百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 3,855 1,712 44.4 171.86
21年9月期 3,964 1,675 42.3 168.12

（参考） 自己資本   22年9月期  1,712百万円 21年9月期  1,675百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 300 △125 △268 313
21年9月期 475 △185 △122 408

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年9月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年9月期 

（予想）
― ― ― 0.00 0.00 ―

3.  23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

1,710 △5.4 21 △62.5 25 △60.3 17 △65.3 1.70

通期 3,630 3.3 53 △8.6 66 △9.6 47 △20.3 4.70

- 1 -



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 10,000,000株 21年9月期 10,000,000株
② 期末自己株式数 22年9月期  38,035株 21年9月期  36,633株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年9月期の個別業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 3,409 △17.6 37 744.5 18 ― 7 ―
21年9月期 4,139 5.0 4 △95.5 △23 ― △30 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年9月期 0.78 ―
21年9月期 △3.02 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 3,556 1,440 40.5 144.62
21年9月期 3,719 1,455 39.1 146.05

（参考） 自己資本 22年9月期  1,440百万円 21年9月期  1,455百万円

2.  23年9月期の個別業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の業績予想につきましては、現時点で入手されうる様々な情報に基づいて作成したものであり、将来の業績を確約したり、保証するものではござい
ません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

1,670 △5.4 12 △72.7 2 △93.9 1 △95.5 0.10

通期 3,560 4.4 34 △8.1 17 △5.6 6 △14.3 0.60
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(1）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績  

 当期（平成21年10月1日～平成22年９月30日）における我が国経済は、政府の一連の経済対策の効果により一部の

企業には収益回復の動きが見られましたが、本格的な内需拡大には至らず、またデフレ傾向は依然として改善せず、

景気は先行き不透明なまま推移しております。  

 製粉業界の動向としては、まず昨年10月に政府売渡小麦価格が約23％引き下げられたのに続き、本年４月にも約

５％の引き下げが実施されました。しかしながら、ここ最近の穀物相場は世界的天候不順により上昇傾向に転じてお

ります。また、本年10月からは政府からの外国産小麦の売渡方式の見直しにより、即時販売方式が導入されるととも

に、新たに食糧麦備蓄対策事業が開始されました。この結果、これまでの0.5ヶ月分から2.3ヶ月分への原料備蓄の増

加を民間が求められることになりました。 

 このような中、当社グループとしては新規顧客の開拓等による販売強化、製造効率の向上やコスト低減等の施策に

注力し収益の改善に努めたほか、日本製粉株式会社との業務提携においては、本年5月に製品の安全・安心の確保を

目的とした小麦粉バラ出荷設備の改善を行なう等、生産及び製品交流を進めて参りました。 

 この結果当期の業績は、小麦粉の値下げを主因として連結売上高は、35億１千3百万円と前年度比17.3％の減収と

なりましたが、徹底した販管費のコスト削減に努めた結果、営業利益で5千8百万円（前年度は3千5百万円）の増益と

なりました。また持分法投資利益３千６百万円（前年度は同損失３百万円）の計上により、経常利益で7千3百万円

（同2百万円）、当期純利益5千9百万円（同4万2千円）とそれぞれ増益となりました。 

事業部門別の状況は次のとおりであります。  

 ＜製粉事業＞ 

 製粉事業におきましては、主力の小麦粉は消費低迷の続く中、提案型営業による新規開拓等に力を注いで参りまし

たが、政府売渡小麦価格の引き下げに伴う小麦粉価格の低下の影響により、製品売上高は、22億６千万円（前年度比

18.8％減）となりました。また、副製品のふすまは、口蹄疫流行の影響による需要の減少もあり、販売数量が減少

し、１億９千３百万円（同13.1％減）となりました。その他の部門では、ミックス粉は小麦粉と同様に厳しい市場環

境下にあって、１億６千１百万円（同18.9％減）に、また、麺類・穀類その他商品につきましても、例年にない猛暑

の影響により個人消費が低迷し、贈答用乾麺の販売が振るわず８億３千２百万円（同13.5％減）といずれも減収とな

りました。倉庫及び不動産賃貸収入は、取扱物件の減少及び賃料引き下げにより、3千万円（同17.0％減）となりま

した。以上の結果、製粉事業の売上高は、34億７千７百万円（同13.1％減）、営業利益２億９千5百万円（同16.8％

減）となりました。 

 ＜不動産賃貸事業＞ 

 子会社で展開している不動産賃貸事業におきましては、賃料引き下げを余儀なくされ、不動産賃貸事業の売上高

は、３千６百万円（同20.8％減）、営業利益１千３百万円（同27.5％減）となりました。  

  

②次期の見通し 

 今後の我が国経済は、円高やデフレ傾向等により景気の先行きは引き続き不透明なものがあります。 

 製粉業界におきましては、来年4月に改定される政府売渡小麦価格の価格改定の動向に細心の注意を払うととも

に、本年10月に開始された食糧麦備蓄対策事業による原料在庫の増加等に対応する施策の徹底が求められておりま

す。 

 このような中、当社グループと致しましては、日本製粉株式会社との業務提携による各種交流を深めて行くと同時

に、新規開拓を中心とした販売強化と徹底したコスト削減による利益の確保に努めて参ります。 

 この結果、当社は、平成23年９月期の連結売上高36億3千万円、連結営業利益5千3百万円、連結経常利益6千6百万

円、連結当期純利益4千7百万円の見通しでございます。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 資産は、前連結会計年度末に比べ1億9百万円減少し、38億5千5百万円となりました。その主なものは、現金預金及

び受取手形が減少したことによるものです。 

（負債） 

 負債は、前連結会計年度末に比べ1億4千6百万円減少し、21億4千3百万円となりました。その主なものは、長期借

入金が減少したことによるものです。 

１．経営成績
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（純資産） 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ3千6百万円増加し、17億1千2百万円となりました。その主なものは、利益剰余

金が増加したことによるものであります。 

②キャッシュフローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ9千4百万円減少し、3億1千３百

万円となりました。当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、3億円のプラスとなりましたが、この主な要因は、売上債権の減少や減価

償却費の増加によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、1億2千5百万円のマイナスとなりましたが、この主な要因は、小麦粉バラ

出荷設備投資等によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、2億6千8百万円のマイナスとなりましたが、この主な要因は、長期借入金

の返済によるものです。 

③キャッシュ・フローの関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュフロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュフロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュフロー/利払い 

(注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(注３）キャッシュフローは、営業キャッシュフローを利用しております。 

(注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。 

(注５）平成19年9月期及び平成20年9月期のキャッシュフロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レ

シオにつきましては、営業キャッシュフローがマイナスの為、記載しておりません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 利益配分に関しましては、業績及び経営環境を考慮し、内部留保の充実に意を用いると共に安定的な配当の継続を

基本としております。具体的施策といたしましては、経営方針に従い品質管理基準を徹底し、営業力の強化、コスト

の削減及び業務・製造効率の向上を図り配当可能利益の確保に努めております。 

 当期の剰余金の配当につきましては、当期の業績を勘案いたしまして誠に申し訳ございませんが、無配とさせて頂

きたいと存じます。次期の剰余金の配当金につきましては、市場環境及び業績見通しを勘案いたしまして誠に申し訳

ございませんが、無配を予定しております。 

  

(4）事業等のリスク 

 主原料である小麦については、ＷＴＯ（世界貿易機構）・ＦＴＡ（自由貿易協定）の交渉の進展や我が国の麦政策

改革の進展状況によって輸入動向に大きく影響を及ぼす可能性があります。又、海外からの小麦粉調製品や小麦粉二

次加工品に関して、ＷＴＯ交渉での関税に関する議論の結果によっては、安価な製品の流入が加速し市場が圧迫され

る可能性があります。 

 また小麦は、天候によって作柄や収量が左右され、世界的な需給バランスや他の穀物相場からの影響を受ける可能

性があります。この結果当社グループにおける原料取得価格にも大きく影響を与える可能性があります。 

  副産物のふすまは、穀物需給バランスに連動し、また飼料用穀物の過不足やＢＳＥ、口蹄疫等の発生による家畜

の減少などの需要の減退によっても影響を受ける可能性があります。 

 近年食品の安全性が強く求められ、当社グループは「安全で安心のある製品の提供」を第一に品質管理体制を強化

しておりますが、予期せぬ事象が発生した場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  平成18年9月期 平成19年9月期 平成20年9月期 平成21年9月期 平成22年9月期 

 自己資本比率  46.1  44.1  41.8  42.3  44.4

 時価ベースの 

 自己資本比率 
 37.1  31.1  18.3  18.1  22.2

 キャッシュフロー 

 対有利子負債比率 
 34.1  －  －  4.0  5.9

 インタレスト・カバレ 

 ッジ・レシオ 
 1.6  －  －  11.1  8.2
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  当企業集団は、東福製粉株式会社（当社）、子会社４社及び関連会社１社により構成されており、小麦粉、ミック

ス粉等の小麦その他農産物を原料とする物品の製造及び販売を主たる業務とし、かつ麺類、穀類等商品の仕入、販売を

行なうかたわら倉庫業、不動産賃貸事業も行なっております。 

  事業内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 

事業の系統図は次のとおりです。 

  

２．企業集団の状況

製  粉  事  業   当社は、連結子会社であります株式会社大江商店へ当社製品の販売並びに事務所の賃貸を

行っており、同社は食品卸売業を行っております。 

 当社が製造した小麦粉等の製品を使用した麺類又は穀類等の商品の一部について株式会社

山甚及び興英商事有限会社を通じて販売並びに仕入を行っております。 

 当社は倉庫の一部及び小麦サイロを政府指定倉庫として政府所有小麦の保管を引き受け、

又一般民間貨物の保管も行っております。  

   

不動産賃貸事業   当社は、鹿児島の土地、建物及び設備を連結子会社であります株式会社トーフクへ賃貸

し、同社は、賃貸事業を行っております。 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、経営の透明性及び健全性を確保しつつ「安全で安心な製品の提供」「お客さまに喜んで頂ける製品の製造

と品質の提供」をモットーに、法を遵守した安全な製品を安定供給して参る所存であります。更に新規事業への参入

に挑戦し、企業の多角化と適正利潤の確保を目指すことを経営の基本方針としております。  

  

(2）目標とする経営指標  

 製粉業界を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況にありますが、営業力の強化に努めると共にコストの削減を

継続し、製粉事業における長期的計画目標を売上高５０億円、経常利益１億円としております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 長期的な経営戦略としましては、業務、生産体制の充実を図り、高収益体質への転換と事業の多角化を目指してお

ります。製粉部門及びその他の部門については、高収益体質の基本構造の確立を行ない、ニーズに合致した製品の開

発と提案型営業を行なって参ります。また、日本製粉株式会社との業務提携においては、各種交流を進めて参りま

す。  

 中期的経営戦略といたしましては、３ヶ年事業計画により長期的な目標の具体化を図り、計画の進捗状況の監視と

実現化に努めております。前期は世界的景気悪化の影響や個人消費の低迷など厳しい経営環境の中、新規開拓など販

売活動に従事して参りましたが、目標の達成に至りませんでした。今期は、前期からの厳しい経営環境が続く中、販

売強化やコスト削減等に努め、前期よりは回復の兆しは見えましたが、目標達成には至りませんでした。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループが対処すべき課題と致しましては、製造コストの削減や販売リスクへの対応強化による利益の確保を

進めて参ります。それと同時にお客様の立場に立ち、コンプライアンスを重視した安全で安心のある製品の提供に努

めて参ります。 

 管理面につきましては、内部統制システムの基本方針に基づいた運用を行い、より信頼される財務諸表の作成に従

事して参ります。 

 東京証券取引所第二部の上場維持につきましては、早急な業績の回復と復配の実現に努め、株式市場における評価

の向上に全力を尽くして参ります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。  

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 418,014 313,821

受取手形及び売掛金 ※3  517,349 ※3  394,877

有価証券 20,000 －

商品及び製品 330,255 276,577

原材料及び貯蔵品 250,880 473,937

繰延税金資産 16,961 11,494

その他 21,154 18,720

貸倒引当金 △20,583 △6,405

流動資産合計 1,554,030 1,483,024

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,950,201 1,968,613

減価償却累計額 △1,101,402 △1,150,805

建物及び構築物（純額） ※2  848,799 ※2  817,807

機械装置及び運搬具 2,502,519 2,567,272

減価償却累計額 △1,857,789 △1,920,277

機械装置及び運搬具（純額） ※2  644,729 ※2  646,995

土地 ※2  122,852 ※2  122,852

その他 157,759 161,656

減価償却累計額 △145,447 △145,582

その他（純額） 12,312 16,073

有形固定資産合計 1,628,694 1,603,729

無形固定資産   

のれん 2,916 972

無形固定資産合計 2,916 972

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  515,424 ※1  525,552

長期貸付金 2,562 －

破産更生債権等 182,868 177,426

繰延税金資産 3,186 1,219

その他 197,023 202,467

貸倒引当金 △122,114 △138,986

投資その他の資産合計 778,950 767,678

固定資産合計 2,410,561 2,372,379

資産合計 3,964,592 3,855,403
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 90,042 275,884

短期借入金 ※2  1,058,000 ※2  1,058,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2  228,512 ※2  171,812

1年内償還予定の社債 40,000 40,000

未払金 57,439 57,868

未払法人税等 1,491 4,648

未払消費税等 14,539 －

賞与引当金 20,155 20,527

その他 113,712 60,179

流動負債合計 1,623,892 1,688,920

固定負債   

社債 120,000 80,000

長期借入金 ※2  463,988 ※2  292,176

退職給付引当金 3,578 1,833

預り敷金 15,000 －

繰延税金負債 63,064 65,441

その他 － 15,000

固定負債合計 665,630 454,450

負債合計 2,289,523 2,143,371

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 67,876 67,876

利益剰余金 1,106,844 1,166,277

自己株式 △3,208 △3,313

株主資本合計 1,671,512 1,730,839

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,556 △18,806

評価・換算差額等合計 3,556 △18,806

純資産合計 1,675,069 1,712,032

負債純資産合計 3,964,592 3,855,403
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 4,250,446 3,513,715

売上原価 ※1, ※4  3,576,505 ※1  2,856,854

売上総利益 673,941 656,860

販売費及び一般管理費   

販売運賃及び諸掛 204,372 205,223

役員報酬 80,053 75,828

従業員給与 78,517 77,375

賞与引当金繰入額 9,110 14,937

退職給付費用 4,014 1,966

減価償却費 6,592 6,144

貸倒引当金繰入額 35,124 5,002

その他 220,991 211,978

販売費及び一般管理費合計 638,776 598,456

営業利益 35,164 58,404

営業外収益   

受取利息 1,403 836

受取配当金 5,589 6,276

持分法による投資利益 － 36,428

受取手数料 1,939 1,908

その他 2,749 8,271

営業外収益合計 11,682 53,720

営業外費用   

支払利息 38,079 36,368

持分法による投資損失 3,081 －

その他 3,102 1,985

営業外費用合計 44,263 38,354

経常利益 2,583 73,770

特別利益   

固定資産売却益 ※2  350 －

投資有価証券売却益 － 7,920

特別利益合計 350 7,920

特別損失   

固定資産除却損 ※3  2,859 ※3  6,374

投資有価証券評価損 1,312 －

貸倒引当金繰入額 ※5  12,510 －

たな卸資産評価損 1,886 －

特別損失合計 18,569 6,374

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△15,635 75,316

法人税、住民税及び事業税 1,187 3,980

法人税等調整額 △16,864 11,903

法人税等合計 △15,677 15,884

当期純利益 42 59,432
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 500,000 500,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 500,000 500,000

資本剰余金   

前期末残高 67,876 67,876

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 67,876 67,876

利益剰余金   

前期末残高 1,106,814 1,106,844

当期変動額   

当期純利益 42 59,432

自己株式の処分 △11 －

当期変動額合計 30 59,432

当期末残高 1,106,844 1,166,277

自己株式   

前期末残高 △3,133 △3,208

当期変動額   

自己株式の取得 △132 △105

自己株式の処分 58 －

当期変動額合計 △74 △105

当期末残高 △3,208 △3,313

株主資本合計   

前期末残高 1,671,556 1,671,512

当期変動額   

当期純利益 42 59,432

自己株式の取得 △132 △105

自己株式の処分 46 －

当期変動額合計 △44 59,326

当期末残高 1,671,512 1,730,839

東福製粉㈱（2006） 平成22年9月期決算短信

- 10 -



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 34,376 3,556

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,819 △22,363

当期変動額合計 △30,819 △22,363

当期末残高 3,556 △18,806

評価・換算差額等合計   

前期末残高 34,376 3,556

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,819 △22,363

当期変動額合計 △30,819 △22,363

当期末残高 3,556 △18,806

純資産合計   

前期末残高 1,705,933 1,675,069

当期変動額   

当期純利益 42 59,432

自己株式の取得 △132 △105

自己株式の処分 46 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,819 △22,363

当期変動額合計 △30,863 36,963

当期末残高 1,675,069 1,712,032
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△15,635 75,316

減価償却費 115,861 123,463

持分法による投資損益（△は益） 3,081 △36,428

固定資産売却損益（△は益） △350 －

固定資産除却損 2,859 6,374

のれん償却額 1,944 1,944

投資有価証券評価損益（△は益） 1,312 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △7,920

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19,048 2,694

賞与引当金の増減額（△は減少） △463 371

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,770 △1,745

前払年金資産の増減額（△は増加） △6,929 200

受取利息及び受取配当金 △6,993 △7,112

支払利息 38,079 36,368

売上債権の増減額（△は増加） 129,494 127,914

たな卸資産の増減額（△は増加） 239,828 △169,379

その他の流動資産の増減額（△は増加） 45,655 37

仕入債務の増減額（△は減少） △24,887 185,841

その他の流動負債の増減額（△は減少） △4,955 5,031

未払消費税等の増減額（△は減少） 12,968 △13,415

その他 1,854 －

小計 511,906 329,557

利息及び配当金の受取額 8,073 8,193

利息の支払額 △42,849 △35,796

法人税等の支払額 △1,178 △1,924

営業活動によるキャッシュ・フロー 475,952 300,030

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,250 －

定期預金の払戻による収入 700 10,000

有形固定資産の除却による支出 － △3,356

有形固定資産の取得による支出 △174,015 △160,387

有形固定資産の売却による収入 459 －

投資有価証券の取得による支出 △1,844 △1,885

貸付金の回収による収入 4,225 －

投資有価証券の償還による収入 － 20,000

投資有価証券の売却による収入 － 10,548

貸付けによる支出 △300 －

その他 △4,130 △524

投資活動によるキャッシュ・フロー △185,156 △125,605
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △124,000 －

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △258,112 △228,512

社債の償還による支出 △40,000 △40,000

自己株式の処分による収入 46 －

自己株式の取得による支出 △132 △105

財務活動によるキャッシュ・フロー △122,198 △268,617

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 168,598 △94,192

現金及び現金同等物の期首残高 239,416 408,014

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  408,014 ※1  313,821
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 該当事項はありません。 

  

   

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数   ２社 

連結子会社の名称は㈱トーフク、㈱大

江商店であります。 

(1) 同左 

  (2) 非連結子会社の名称等 

㈱山甚,興英商事㈲ 

(2) 同左 

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除いております。 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した関連会社は、東福互

光㈱１社であります。 

(1) 同左 

  (2) 持分法を適用していない非連結子会社

の名称 

㈱山甚,興英商事㈲ 

(2) 同左 

  （持分法を適用しない理由） 

持分法非適用会社は、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除いておりま

す。 

  

  (3) 東福互光㈱の決算日は、連結決算日と

異なっているため、連結決算日現在で

本決算に準じた仮決算を行った財務諸

表を使用しております。 

(3) 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致

しております。 

 なお、㈱大江商店は従来３月31日を決算

日としておりましたが、当連結会計年度に

決算日の変更を行い、９月30日を決算日と

しております。  

 同左 

  

 －  

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日現在の市場価

格等に基づく時価法（評価差額

金は全部純資産直入法で処理

し、売却原価は総平均法によ

る） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  ② たな卸資産 

製品・商品・原料・貯蔵品 

移動平均法による原価法（収益性

② たな卸資産 

製品・商品・原料・貯蔵品 

移動平均法による原価法（収益性

  の低下による簿価切下げの方法） の低下による簿価切下げの方法） 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」(企業会計基準第９号 平

成18年７月５日公表分)を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ1,394千円減少し、税金等調整前当

期純損失は、3,281千円増加しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。  

  － 

  

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く） 

製粉事業に係る建物・機械装置につ

いては定額法、その他の有形固定資

産は定率法を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ②リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。 

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年９月30日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。  

②リース資産 

 同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

期末現在の債権に対する貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充て

るため、支給見込額基準により計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

③ 退職給付引当金 

同左 

  (4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理を採用し

ております。ただし金利スワップに

ついては、特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用してお

ります。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）金利スワップ 

（ヘッジ対象）借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）同左 

（ヘッジ対象）同左 

  ③ ヘッジ方針 

主として親会社は、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップを締結して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (イ) 金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本金額が一致している。 

(イ)  同左 

  (ロ) 金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。 

(ロ)  同左 

  (ハ) 長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされ

る変動金利のインデックスが一致

している。 

(ハ)  同左 

  (ニ) 長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。 

(ニ)  同左 

  (ホ) 金利スワップの受払い条件がスワ

ップ期間を通して一定である。 

従って金利スワップの特例処理の

条件を満たしているので決算日に

おける有効性の評価を省略してお

ります。 

(ホ)  同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  (5) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(5) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法につ

いては、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

６．のれんの償却に関する事

項 

のれんの償却については、５年間の均等償

却を行っております。 

  同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない短期的

な投資からなっております。 

同左 

リース取引に関する会計基準

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。この変更に伴う損益に与

える影響はありません。  

 なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

 ― 
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記さ

れたものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「原

材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連

結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製

品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ431,520千円、

389,443千円であります。 

（連結貸借対照表）  

(1)前連結会計年度において区分掲載しておりました「未

払消費税等」（当連結会計年度1,124千円）は、重要性に

乏しいため、当連結会計年度では、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

(2)前連結会計年度において区分掲載しとぉりました「預

かり敷金」（当連結会計年度15,000千円）は、重要性に

乏しいため、当連結会計年度では、固定負債の「その

他」に含めて表示しております。 

(3)前連結会計年度において区分掲載しておりました「長

期貸付金」（当連結会計年度1,046千円）は、重要性に乏

しいため、当連結会計年度では、投資その他資産の「そ

の他」に含めて表示しております。  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
  (平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
  (平成22年９月30日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式）  千円 261,707 投資有価証券（株式）  千円 315,374

※２．担保提供資産 

担保に供している資産（帳簿価額）及び対応債務は、

次のとおりであります。 

(1)工場財団（本社工場） 

※２．担保提供資産 

担保に供している資産（帳簿価額）及び対応債務は、

次のとおりであります。 

(1)工場財団（本社工場） 

土地 千円 91,516

建物及び構築物 千円 783,653

機械装置及び運搬具 千円 626,573

計 千円 1,501,743

土地 千円 91,516

建物及び構築物 千円 759,826

機械装置及び運搬具 千円 632,033

計 千円 1,483,376

短期借入金 千円 232,100

長期借入金(注１） 千円 654,650

計 千円 886,750

短期借入金 千円 232,000

長期借入金(注１） 千円 441,600

計 千円 673,600

(2)工場財団以外 (2)工場財団以外 

土地 千円 31,332

建物及び構築物 千円 46,524

計 千円 77,856

土地 千円 31,332

建物及び構築物 千円 42,954

計 千円 74,286

短期借入金 千円 242,500

長期借入金(注１) 千円 37,850

 小計 千円 280,350

被保証債務(注２) 千円 160,000

計 千円 440,350

短期借入金 千円 310,000

長期借入金(注１) 千円 22,388

 小計 千円 332,388

被保証債務(注２) 千円 120,000

計 千円 452,388

(注１)長期借入金の中には１年以内返済予定額を含

んでおります。 

(注２)被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未

償還残高に対して金融機関から保証を受けている額

であります。 

(注１)長期借入金の中には１年以内返済予定額を含

んでおります。 

(注２)被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未

償還残高に対して金融機関から保証を受けている額

であります。 

※３．受取手形割引高 千円 86,775 ※３．受取手形割引高 千円 84,504

※４．保証債務 

保証先 金額(千円) 内容 

(有)那の津
運送 

 24,772
金融機関からの借入金に対する
保証債務 

 合  計  24,772  

※４．保証債務 

保証先 金額(千円) 内容 

(有)那の津
運送 

 33,380
金融機関からの借入金に対する
保証債務 

 合  計  33,380  
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 前連結会計年度（自 平成20年10月1日 至 平成21年9月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の当期増加株式数2,037株は、単元未満株式の買取請求によるもので、当期減少株式数655株

は、単元未満株式の買増請求によるものであります。 

 当連結会計年度（自 平成21年10月1日 至 平成22年9月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の当期増加株式数1,402株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．当期製造費用に含まれる研究開発費は2,841千円で

あります。 

※２．固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。

※１．当期製造費用に含まれる研究開発費は 千円で

あります。 

   ― 

6,138

機械装置及び運搬具 350千円         

※３．固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 1,764千円 建物及び構築物 4,079千円 

※４．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、簿価切下額は、3,281千円であります。

機械装置及び運搬具 1,094千円 

   ―       

工具器具備品 2,163千円 

※５．預託商品の損害賠償に係る債権に対するものです。    ―       

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  10,000,000  －  －  10,000,000

合計  10,000,000  －  －  10,000,000

自己株式         

普通株式（注）  35,251  2,037  655  36,633

合計  35,251  2,037  655  36,633

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  10,000,000  －  －  10,000,000

合計  10,000,000  －  －  10,000,000

自己株式         

普通株式（注）  36,633  1,402  －  38,035

合計  36,633  1,402  －  38,035
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 千円418,014

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 千円△10,000

現金及び現金同等物 千円408,014

現金及び預金 千円313,821

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 千円－

現金及び現金同等物 千円313,821

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年９月30日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っており、その内容は次のとおりであります。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年９月30日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っており、その内容は次のとおりであります。 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 

(千円) 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

有形固定資
産その他 

 7,869  4,996  2,873

ソフトウェ
ア  

 63,870  24,001  39,868

合計  71,739  28,997  42,741

  
取得価額相
当額 

(千円) 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

有形固定資
産その他 

 7,869  6,370  1,499

ソフトウェ
ア  

 63,870  36,775  27,094

合計  71,739  43,145  28,593

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 千円14,148

１年超 千円28,593

合計 千円42,741

１年以内 千円13,565

１年超 千円15,028

合計 千円28,593

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 千円14,148

減価償却費相当額 千円14,148

支払リース料 千円14,148

減価償却費相当額 千円14,148

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 
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当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

     ①金融商品に対する取組方針 

 当社グループでは、資金運用については短期的な預金等に限定し、又資金調達については銀行等金融

機関からの借入による方針としております。デリバティブは、金利変動リスクを回避するために利用し

ており、投機的な取引は行なわない方針であります。 

     ②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金等に係る顧客の信用リスクに対しては、与信管理規定に従い、取

引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を随時把握する体制としてお

ります。 

 投資有価証券である株式の市場価格の変動リスクに対しては、四半期ごとに時価の把握を行なっており

ます。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが一年以内の支払期日であります。 

 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として5年以内）は

主に設備投資に係る資金調達であります。なお、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して、金利スワ

ップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。 

 又、営業債務や借入金の流動性リスクは、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなど

の方法により管理しております。 

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価格

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等採用

することにより、当該価額が変動することがあります。  

   

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年9月30日（当社の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は次のとおりです。 

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（*2）破産更生債権等については、個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

   （注）1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

        ①現金及び預金、②受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

（金融商品関係）

  
 連結貸借対照表 

  計上額（*1） (千円)
 時価（*1）   (千円)  差額     (千円)

①現金及び預金       313,821       313,821   －

②受取手形及び売掛金    394,877    394,877   －

③投資有価証券（注2）    210,177    210,177   －

④破産更生債権等 

   貸倒引当金（*2）  

  

  

177,426

△135,386
              

      42,039    42,039    －

⑤支払手形及び買掛金  ( )  275,884 ( )  275,884    －

⑥未払金  ( )  57,868 ( )  57,868   －

⑦未払法人税等  ( )  4,648 ( )  4,648   －

⑧短期借入金  ( )  1,058,000 ( )  1,058,000   －

⑨長期借入金（1年内含む）  ( )  463,988 ( )  475,581   11,593

⑩社債（1年内含む）  ( )  120,000 ( )  121,765   1,765

⑪デリバティブ取引    －    －   －
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よっております。 

        ③投資有価証券 

          これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

        ④破産更生債権等 

 破産更生債権等については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定している

ため、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

しており、当該価額をもって時価としております。 

        ⑤支払手形及び買掛金、⑥未払金、⑦未払法人税等、⑧短期借入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

        ⑨長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む） 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップ

の特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額

を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法

によっております。 

        ⑩社債（1年内償還予定の社債含む） 

 社債（1年内償還予定の社債含む）の時価については、元利金の合計額を同様の直近の社債

発行時の利率で割り引いて算定する方法によっております。 

        ⑪デリバティブ取引  

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

2. 非上場株式（連結貸借対照表計上額315,374千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフ

ローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「投資有価

証券」には含めておりません。 

    （追加情報） 

 当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）

及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月

10日）を適用しております。 
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１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定  

  

（有価証券関係）

区分 

前連結会計年度（平成21年９月30日） 当連結会計年度（平成22年９月30日）

取得原価
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円）

取得原価
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超える

もの 
            

株式  49,562  93,018  43,455  46,935  71,454  24,518

債券  －  －  －  －  －  －

その他  607  619  11  －  －  －

小計  50,170  93,637  43,466  46,935  71,454  24,518

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな

いもの 
            

株式  179,880  141,656  △38,223  181,767  138,143  △43,623

債券  －  －  －  －  －  －

その他  －  －  －  607  580  △27

小計  179,880  141,656  △38,223  182,375  138,723  △43,651

合計  230,050  235,294  5,243  229,310  210,177  △19,132

内容 
前連結会計年度（平成21年９月30日） 当連結会計年度（平成22年９月30日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 
 18,422  18,422

貸付信託受益証券  20,000  －

合計  38,422  18,422

  

前連結会計年度（平成21年９月30日） 当連結会計年度（平成22年９月30日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 

（百万円） 

５年超10年
以内 

（百万円）

10年超 
（百万円）

１年以内 
（百万円）

１年超５年
以内 

（百万円） 

５年超10年
以内 

（百万円） 

10年超 
（百万円）

 1.債券                 

 （1）国債・地方債

等 
 －  － － － －  －  － －

 （2）社債  －  － － － －  －  － －

 （3）その他  －  － － － －  －  － －

 2.その他  20,000  － － － －  －  － －

合計   20,000  － － － －  －  － －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

1. 取引の状況に関する事項 

① 取引の内容 

当社グループは、金利スワップ取引を行っており

ます。 

1. 取引の状況に関する事項 

① 取引の内容 

同 左 

② 取引に対する取組方針 

当社グループは、デリバティブ取引の利用をリス

ク回避目的に限定しており、売買差益の獲得や投機

目的のデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。 

② 取引に対する取組方針 

同 左 

③ 取引の利用目的 

借入金の利息について、将来の金利変動リスクを

ヘッジすることを目的としております。 

③ 取引の利用目的 

同 左 

④ 取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している金利スワップ取引

は、市場金利の変動による市場リスクを有しており

ます。また、取引の相手方は信用度の高い国内の銀

行であり、相手方の契約不履行による信用リスクは

極めて少ないと認識しております。 

④ 取引に係るリスクの内容 

同 左 

⑤ 取引に係るリスク管理 

デリバティブ取引については社内規定に則り、稟

議決裁を受けて行っております。 

⑤ 取引に係るリスク管理 

同 左 

２. 取引の時価等に関する事項 

当社グループは金利スワップ取引を行っております

が、特例処理を適用しておりますので、注記の対象か

ら除いております。 

２. 取引の時価等に関する事項 

同 左 

（退職給付関係）

前連結会計年度 
（平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成22年９月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社（㈱大江商店は除く）は昭和53

年10月より全従業員を対象として適格退職年金制度を

採用しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社（㈱大江商店は除く）は昭和53

年10月より全従業員を対象として適格退職年金制度を

採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

イ．退職給付債務 千円△97,073

ロ．年金資産 千円232,269

ハ．連結貸借対照表計上額純額 

  （イ＋ロ） 
千円135,196

ニ．前払年金資産 千円138,774

ホ．退職給付引当金(ハ－ニ) 千円△3,578

イ．退職給付債務 千円△84,836

ロ．年金資産 千円221,577

ハ．連結貸借対照表計上額純額 

  （イ＋ロ） 
千円136,740

ニ．前払年金資産 千円138,573

ホ．退職給付引当金(ハ－ニ) 千円△1,833

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

イ．勤務費用 千円10,647

ロ．退職給付費用 千円10,647

イ．勤務費用 千円8,241

ロ．退職給付費用 千円8,241

 なお、中小企業退職金共済制度への支払額 456千円

を勤務費用に計上しております。 

 なお、中小企業退職金共済制度への支払額 千円

を勤務費用に計上しております。 

516

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社及び連結子会社は、簡便法によっており、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし

ております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社及び連結子会社は、簡便法によっており、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし

ております。 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成22年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産） 

貸倒引当金損金算入限度超過額 千円51,490

未払事業税・事業所税 千円1,800

賞与引当金損金算入限度超過額 千円8,159

繰越欠損金 千円82,306

その他 千円9,382

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

千円

  千円

153,138

△12,087

繰延税金資産合計 千円141,050

貸倒引当金損金算入限度超過額 千円50,474

未払事業税・事業所税 千円2,192

賞与引当金損金算入限度超過額 千円8,314

繰越欠損金 千円61,572

その他 千円7,676

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

千円

  千円

130,229

△792

繰延税金資産合計 千円122,436

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

前払年金資産 千円56,064

固定資産圧縮積立金 千円125,810

その他有価証券評価差額金 千円2,093

繰延税金負債合計 千円183,968

繰延税金負債純額 千円42,917

前払年金資産 千円55,983

固定資産圧縮積立金 千円118,773

その他 千円406

繰延税金負債合計 千円175,164

繰延税金負債純額 千円52,727

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳 

提出会社の法定実効税率 ％40.4

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

％△23.8

住民税均等割 ％△7.6

評価性引当額の減少 ％105.7

持分法による投資損失 ％△10.8

のれん償却額 ％△5.0

その他 ％1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％100.3

提出会社の法定実効税率 ％40.4

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

％△4.2

住民税均等割 ％△1.6

評価性引当額の減少 ％5.7

持分法による投資利益 ％18.9

のれん償却額 ％1.0

その他 ％△1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％21.1
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前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及び内容 

(1）製粉事業 …………… 小麦粉、ふすま、ミックス粉、麺類等 

(2）不動産賃貸事業 …… 娯楽遊戯設備の賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理

部門にかかる費用であります。 

当連結会計年度は257,897千円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社本社での余資運用資金（現金及び預

金）長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る投資等であります。 

当連結会計年度は1,093,857千円であります。  

５．会計方針の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1）②に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「製粉事業」において営業利益が1,394千円減少しており

ます。  

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
製粉事業 
（千円） 

不動産   
賃貸事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  4,204,731  45,714  4,250,446  －  4,250,446

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  4,204,731  45,714  4,250,446  －  4,250,446

営業費用  3,932,282  23,940  3,956,223  259,058  4,215,281

営業利益又は営業損失（△）  272,449  21,773  294,223  △259,058  35,164

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支

出 
          

資産  2,797,138  73,596  2,870,734  1,093,857  3,964,592

減価償却費  108,060  7,586  115,646  215  115,861

資本的支出  265,123  －  265,123  －  265,123
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当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及び内容 

(1）製粉事業 …………… 小麦粉、ふすま、ミックス粉、麺類等 

(2）不動産賃貸事業 …… 娯楽遊戯設備の賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理

部門にかかる費用であります。 

当連結会計年度は250,763千円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社本社での余資運用資金（現金及び預

金）長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る投資等であります。 

当連結会計年度は996,080千円であります。  

  

 前連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日）及び当連結会計年度（自平成21年10月１日 至

平成22年９月30日） 

 本国以外の国又は地域に所在する支店及び連結子会社がないため記載しておりません。 

 前連結会計年度（自平成20年10月１日 至平成21年９月30日）及び当連結会計年度（自平成21年10月１日 至

平成22年９月30日） 

 海外売上高がないため記載しておりません。 

  
製粉事業 
（千円） 

不動産   
賃貸事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  3,477,525  36,190  3,513,715  －  3,513,715

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 －  －  －  －  －

計  3,477,525  36,190  3,513,715  －  3,513,715

営業費用  3,181,500  22,381  3,203,882  251,428  3,455,310

営業利益又は営業損失（△）  296,024  13,808  309,883  △251,428  58,404

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支

出 
          

資産  2,796,053  63,270  2,859,323  996,080  3,855,403

減価償却費  117,039  6,208  123,247  215  123,463

資本的支出  101,495  －  101,495  －  101,495

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日）  

（追加情報） 

 当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計

基準第13号）を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

１ 関連当事者との取引 

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

   連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等  

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の販売及び商品の販売は、市場価格を勘案し、一般取引条件と同様に決定しております。 

２．事務代行手数料の受入は、役務提供に拘る費用等を見積り、交渉の上決定しております。  

 ３．当社が子会社である㈱山甚を通して販売した商品代金の一部について回収に疑義が生じましたので、当社の

㈱山甚に対する売上債権のうち回収に疑義が生じた売上債権と同額を破産更生債権等として計上しておりま

す。 

 ４．当社が子会社である興英商事㈲との取引により生じました金銭債権の一部について回収に疑義が生じました

ので、当社の興英商事㈲に対する金銭債権のうち回収に疑義が生じた金銭債権と同額を破産更生債権等とし

て計上しております。 

５．子会社への貸倒懸念債権に対し、合計60,212千円の貸倒引当金を計上しております。 

  又、当連結会計年度において合計47,662千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。 

６．取引金額は消費税抜きで、科目の残高は消費税込みで記載しております。 

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

  該当事項はありません。 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

   該当事項はありません。   

      (２)重要な関連会社の要約財務情報 

           当連結会計年度において、重要な関連会社は東福互光㈱であり、その要約財務情報は以下のとおりであり

             ます。 

                  （千円） 

  

（関連当事者情報）

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

 関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円） 

子会社 

株式会社

山甚 

福岡市中

央区 
 10,000

米穀及び麺

類販売 

所有 

直接45％ 

間接10％ 

製品の販売

商品の仕入

販売 

役員兼任 

商品の販

売 
 37,721

売掛金 1,699

破産更生債

権等 
41,620

事務代行

手数料の

受入  

 1,714 － －

興英商事

有限会社 

福岡市中

央区 
 3,000

米穀及び麺

類販売 

所有 

間接100％ 

被所有 

直接 0%  

製品の販売

商品の仕入

販売 

役員兼任  

商品の販

売 
 14,773

売掛金   971

破産更生債

権等 
51,435

  東福互光㈱

流動資産合計 505,738 

固定資産合計 361,875 

流動負債合計 197,852 

固定負債合計 56,560 

純資産合計 613,200 

売上高 2,124,802 

税引前当期純損失 △2,625 

当期純損失 △36,212 
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当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日）  

１ 関連当事者との取引 

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

   連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等  

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 製品の販売及び商品の仕入販売は、市場価格を勘案し、一般取引条件と同様に決定しております。  

 ２．当社が子会社である興英商事㈲との取引により生じました金銭債権の一部について回収に疑義が生じました

ので、当社の興英商事㈲に対する金銭債権のうち回収に疑義が生じた金銭債権と同額を破産更生債権等とし

て計上しております。 

３．子会社への貸倒懸念債権に対し、合計51,435千円の貸倒引当金を計上しております。 

  又、当連結会計年度において合計2,480千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。 

４．取引金額は消費税抜きで、科目の残高は消費税込みで記載しております。 

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

  該当事項はありません。 

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

（１）親会社情報 

   該当事項はありません。   

      (２)重要な関連会社の要約財務情報 

           当連結会計年度において、重要な関連会社は東福互光㈱であり、その要約財務情報は以下のとおりであり

             ます。 

                  （千円） 

  

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

 関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

（千円） 

子会社 
興英商事

有限会社 

福岡市中

央区 
 3,000

米穀及び麺

類販売 

所有 

間接100％ 

被所有 

直接 0%  

製品の販売

商品の仕入

販売 

役員兼任  

商品の販

売 
 －

破産更生債

権等 
51,435

  東福互光㈱

流動資産合計  552,022

固定資産合計  354,398

流動負債合計  186,377

固定負債合計  59,740

純資産合計  660,303

売上高  2,111,492

税引前当期純利益  87,126

当期純利益  49,678
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（注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 １.１株当たり純資産額 

２.１株当たり当期純利益金額 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額    168円  12銭     円   銭 171 86

１株当たり当期純利益金額  0円  00銭   円   銭 5 97

   なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額についは潜在株式がない

ため記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度 

 (平成21年９月30日) 
当連結会計年度 

 (平成22年９月30日) 

純資産の部の合計額（千円）  1,675,069  1,712,032

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  －  －

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  1,675,069  1,712,032

期末の普通株式の数（株）  9,963,367  9,961,965

  
前連結会計年度 

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当期純利益（千円）  42  59,432

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  42  59,432

期中平均株式数（株）  9,964,134  9,962,327

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

 －  － 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 379,433 266,954

受取手形 ※4  138,304 ※4  60,526

売掛金 ※2  385,247 ※2  336,042

有価証券 20,000 －

商品及び製品 328,788 275,272

原材料及び貯蔵品 250,865 473,927

輸出粉原料未精算差金 4,252 882

繰延税金資産 16,805 10,275

その他 31,378 28,245

貸倒引当金 △21,240 △5,475

流動資産合計 1,533,836 1,446,651

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,831,871 1,832,244

減価償却累計額 △1,003,993 △1,050,224

建物（純額） ※1  827,878 ※1  782,020

構築物 45,995 64,984

減価償却累計額 △43,695 △44,223

構築物（純額） ※1  2,299 ※1  20,760

機械及び装置 2,471,362 2,532,785

減価償却累計額 △1,839,235 △1,895,418

機械及び装置（純額） ※1  632,126 ※1  637,367

車両運搬具 26,935 26,935

減価償却累計額 △17,736 △20,900

車両運搬具（純額） 9,199 6,035

工具、器具及び備品 149,960 153,847

減価償却累計額 △138,406 △138,359

工具、器具及び備品（純額） 11,554 15,488

土地 ※1  122,852 ※1  122,852

有形固定資産合計 1,605,911 1,584,524

投資その他の資産   

投資有価証券 253,550 228,600

関係会社株式 55,721 55,721

出資金 930 920

関係会社長期貸付金 10,480 －

従業員長期貸付金 1,633 1,046

長期貸付金 929 －

破産更生債権等 ※2  176,702 ※2  174,502
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

前払年金資産 138,774 138,573

長期前払費用 － 1,547

保険積立金 49,115 53,229

その他 8,203 7,150

貸倒引当金 △116,431 △136,062

投資その他の資産合計 579,609 525,229

固定資産合計 2,185,520 2,109,754

資産合計 3,719,357 3,556,406

負債の部   

流動負債   

支払手形 33,136 21,468

買掛金 54,361 252,125

短期借入金 ※1  1,058,000 ※1  1,058,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  228,512 ※1  171,812

1年内償還予定の社債 40,000 40,000

未払金 96,520 57,524

未払法人税等 1,316 1,577

未払事業所税 3,462 3,462

未払消費税等 12,924 －

賞与引当金 18,885 18,889

設備関係支払手形 63,524 44,939

その他 2,657 6,347

流動負債合計 1,613,300 1,676,147

固定負債   

社債 120,000 80,000

長期借入金 ※1  463,988 ※1  292,176

退職給付引当金 3,578 1,833

繰延税金負債 63,047 65,441

固定負債合計 650,613 439,450

負債合計 2,263,913 2,115,597
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金   

資本準備金 67,876 67,876

資本剰余金合計 67,876 67,876

利益剰余金   

利益準備金 115,200 115,200

その他利益剰余金   

設備改善積立金 50,000 50,000

配当準備積立金 120,000 120,000

固定資産圧縮積立金 185,601 175,220

別途積立金 440,000 440,000

繰越利益剰余金 △23,294 △5,120

利益剰余金合計 887,506 895,299

自己株式 △3,062 △3,234

株主資本合計 1,452,319 1,459,940

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,124 △19,132

評価・換算差額等合計 3,124 △19,132

純資産合計 1,455,443 1,440,808

負債純資産合計 3,719,357 3,556,406
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

製品売上高 3,494,224 2,854,831

商品売上高 584,457 505,495

不動産賃貸収入 60,611 49,650

売上高合計 4,139,293 3,409,977

売上原価   

製品期首たな卸高 304,843 245,274

商品期首たな卸高 124,755 83,514

当期製品製造原価 ※3  2,817,445 ※3  2,236,907

当期商品仕入高 592,539 496,787

合計 3,839,584 3,062,484

他勘定振替高 ※1  18,835 ※1  15,269

製品期末たな卸高 ※6  245,274 214,413

商品期末たな卸高 83,514 60,858

商品及び製品売上原価 3,491,959 2,771,942

不動産賃貸原価 ※2  46,970 ※2  47,835

売上総利益 600,364 590,199

販売費及び一般管理費   

販売運賃及び諸掛 181,185 175,540

販売手数料 23,002 29,487

役員報酬 67,573 63,348

給料及び手当 69,706 67,271

賞与 6,613 5,113

賞与引当金繰入額 7,839 7,135

退職給付費用 3,558 1,450

福利厚生費 21,737 21,381

旅費及び通信費 29,545 28,415

事業所税 3,462 3,462

減価償却費 4,765 3,922

貸倒引当金繰入額 33,593 4,531

その他 143,301 141,313

販売費及び一般管理費合計 595,885 552,375

営業利益 4,478 37,823

営業外収益   

受取利息 ※4  2,348 ※4  1,373

受取配当金 6,307 6,992

受取手数料 ※4  1,939 ※4  1,908

その他 2,798 8,401

営業外収益合計 13,394 18,675
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業外費用   

支払利息 35,096 34,013

社債利息 2,983 2,355

その他 3,017 1,941

営業外費用合計 41,097 38,310

経常利益又は経常損失（△） △23,223 18,188

特別利益   

投資有価証券売却益 － 7,886

特別利益合計 － 7,886

特別損失   

固定資産除却損 ※5  2,836 ※5  6,374

たな卸資産評価損 1,886 －

貸倒引当金繰入額 ※7  12,510 －

投資有価証券評価損 1,312 －

特別損失合計 18,546 6,374

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △41,770 19,700

法人税、住民税及び事業税 906 906

法人税等調整額 △12,619 11,000

法人税等合計 △11,712 11,906

当期純利益又は当期純損失（△） △30,057 7,793
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 （注） 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（平成20年10月１日から 
平成21年９月30日まで） 

当事業年度 
（平成21年10月１日から 
平成22年９月30日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．材料費    2,350,235  83.4  1,764,400  78.9

２．労務費 （注２）  147,585  5.2  147,489  6.6

３．経費 （注３）  319,623  11.4  324,718  14.5

当期製品製造原価    2,817,445  100.0  2,236,907  100.0

前事業年度 当事業年度 

１．原価計算の方法 

実際等級別総合原価計算 

１．原価計算の方法 

同左 

２．労務費には、以下のものが含まれております。 ２．労務費には、以下のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 千円 11,045

退職給付費用 千円 6,632

賞与引当金繰入額 千円 11,754

退職給付費用 千円 6,274

３．経費のうち主なものは、次のとおりであります。 ３．経費のうち主なものは、次のとおりであります。 

減価償却費 千円 74,026

動力費 千円 62,080

減価償却費 千円 83,896

動力費 千円 60,235
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 500,000 500,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 500,000 500,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 67,876 67,876

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 67,876 67,876

資本剰余金合計   

前期末残高 67,876 67,876

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 67,876 67,876

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 115,200 115,200

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 115,200 115,200

その他利益剰余金   

設備改善積立金   

前期末残高 50,000 50,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 50,000 50,000

配当準備積立金   

前期末残高 120,000 120,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 120,000 120,000

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 195,981 185,601

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △10,380 △10,380

当期変動額合計 △10,380 △10,380

当期末残高 185,601 175,220
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

別途積立金   

前期末残高 440,000 440,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 440,000 440,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 △3,606 △23,294

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 10,380 10,380

当期純利益又は当期純損失（△） △30,057 7,793

自己株式の処分 △11 －

当期変動額合計 △19,688 18,174

当期末残高 △23,294 △5,120

利益剰余金合計   

前期末残高 917,575 887,506

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △30,057 7,793

自己株式の処分 △11 －

当期変動額合計 △30,069 7,793

当期末残高 887,506 895,299

自己株式   

前期末残高 △2,988 △3,062

当期変動額   

自己株式の取得 △132 △172

自己株式の処分 58 －

当期変動額合計 △74 △172

当期末残高 △3,062 △3,234

株主資本合計   

前期末残高 1,482,463 1,452,319

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △30,057 7,793

自己株式の取得 △132 △172

自己株式の処分 46 －

当期変動額合計 △30,143 7,621

当期末残高 1,452,319 1,459,940
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 33,387 3,124

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,263 △22,256

当期変動額合計 △30,263 △22,256

当期末残高 3,124 △19,132

評価・換算差額等合計   

前期末残高 33,387 3,124

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,263 △22,256

当期変動額合計 △30,263 △22,256

当期末残高 3,124 △19,132

純資産合計   

前期末残高 1,515,851 1,455,443

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △30,057 7,793

自己株式の取得 △132 △172

自己株式の処分 46 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30,263 △22,256

当期変動額合計 △60,407 △14,635

当期末残高 1,455,443 1,440,808
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 該当事項はありません。 

   

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 総平均法による原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額金は全部純資産直入法で処理し、売却

原価は総平均法による） 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 同左  

時価のないもの 総平均法による原価法 時価のないもの 同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品・商品・原料・貯蔵品 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品・商品・原料・貯蔵品 

  移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）  

  移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。 

 これにより、営業利益は1,394千円減少し、経常損

失は同額増加、税引前当期純損失は3,281千円増加し

ております。  

   ― 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 建物・機械装置については、定額法（ただし本社

製粉部門以外の部門は定率法）、その他の有形固定

資産は定率法を採用しております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 同左 

  (2）リース資産 

 リース資産を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

  (2）リース資産 

 同左 

    

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 期末現在の債権に対する貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額基準により計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 
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前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

    

５．重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、金利スワップについては、特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理を採用しておりま

す。 

５．重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）金利スワップ 

（ヘッジ対象）借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）同左 

（ヘッジ対象）同左 

(3）ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利

スワップを締結しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

① 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が

一致している。 

①  同左 

② 金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期が一

致している。 

②  同左 

③ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワッ

プで受払いされる変動金利のインデックスが一致し

ている。 

③  同左 

④ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致し

ている。 

④  同左 

⑤ 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して

一定である。 

従って、金利スワップの特例処理の要件を満たして

いるので決算日における有効性の評価を省略してお

ります。 

⑤  同左 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま 

  す。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

東福製粉㈱（2006） 平成22年9月期決算短信

- 42 -



  

リース取引に関する会計基準

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 

  至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 

  至 平成22年９月30日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。この変更に伴う損益に与える

影響はありません。  

 なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

 ― 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年９月30日） 

当事業年度 
（平成22年９月30日） 

※１．担保に供している資産（帳簿価額）及び対応債務

は、次のとおりであります。 

(1）工場財団（本社工場） 

※１．担保に供している資産（帳簿価額）及び対応債務

は、次のとおりであります。 

(1）工場財団（本社工場） 

土地 千円 91,516

建物 

構築物  

千円

千円 

781,393

2,259

機械及び装置 千円 626,573

計 千円 1,501,743

土地 千円 91,516

建物 

構築物  

千円

千円 

739,106

20,720

機械及び装置 千円 632,033

計 千円 1,483,376

短期借入金 千円 232,100

長期借入金(注１) 千円 654,650

計 千円 886,750

短期借入金 千円 232,000

長期借入金(注１) 千円 441,600

計 千円 673,600

(2）工場財団以外 (2）工場財団以外 

土地 千円 31,332

建物 

構築物 

千円 

千円

46,484

40

計 千円 77,856

土地 千円 31,332

建物 

構築物 

千円 

千円

42,914

40

計 千円 74,286

短期借入金 千円 242,500

長期借入金(注１) 千円 37,850

 小計 千円 280,350

被保証債務(注２) 千円 160,000

計 千円 440,350

短期借入金 千円 310,000

長期借入金(注１) 千円 22,388

 小計 千円 332,388

被保証債務(注２) 千円 120,000

計 千円 452,388

(注１)長期借入金の中には１年以内返済予定額を含ん

でおります。 

(注２)被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未償

還残高に対して金融機関から保証を受けている額であ

ります。 

(注１)長期借入金の中には１年以内返済予定額を含ん

でおります。 

(注２)被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未償

還残高に対して金融機関から保証を受けている額であ

ります。 

※２．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次のとおりであります。 

※２．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 千円 60,837

破産更生債権等 千円 93,055

売掛金 千円 51,265

破産更生債権等 千円 87,055

※３．保証債務  

保証先 金額(千円) 内容 

(有)那の津 
運送 

 24,772
金融機関からの借入金に対する
保証債務 

 合  計  24,772  

※３．保証債務  

保証先 金額(千円) 内容 

(有)那の津
運送 

 33,380
金融機関からの借入金に対する
保証債務 

 合  計  33,380  

※４．受取手形割引高 千円 86,775 ※４．受取手形割引高 千円 84,504
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 前事業年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

注）普通株式の自己株式の当期増加株式数2,037株は、単元未満株式の買取請求によるもので、当期減少株式数655株は単

元未満株式の買増請求によるものであります。 

  

 当事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

注）普通株式の自己株式の当期増加株式数2,252株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

  

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１．他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

製造勘定（材料費） 千円 17,149

販売費（見本品費） 千円 1,685

製造勘定（材料費） 千円 13,116

販売費（見本品費） 千円 1,357

※２．不動産賃貸原価には、減価償却費30,507千円が含ま

れております。 

※２．不動産賃貸原価には、減価償却費 千円が含ま

れております。 

29,686

※３．当期製造費用に含まれる研究開発費は、2,841千円

であります。 

※３．当期製造費用に含まれる研究開発費は、 千円

であります。 

6,138

※４．関係会社に係る注記 

 各科目に含まれる関係会社に対するものは次のとおり

であります。 

※４．関係会社に係る注記 

 各科目に含まれる関係会社に対するものは次のとおり

であります。 

受取手数料 千円 1,714

受取利息 千円 1,079

受取手数料 千円 1,714

受取利息 千円 552

※５．固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

建物 千円 1,764 建物 千円 4,079

機械及び装置 千円 953 機械及び装置 千円 2,163

※６．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、簿価切下額は、3,281千円であります。  

車両運搬具 千円 118

  ―  

工具器具備品 千円 131

※７．預託商品の損害賠償に係る債権に対するものです。   ― 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数 

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数 

（株） 

普通株式  33,481  2,037  655  34,863

  
前期末株式数 

（株） 
当期増加株式数 

（株） 
当期減少株式数 

（株） 
当期末株式数 

（株） 

普通株式  34,863  2,252 ―       37,115
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年９月30日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っており、その内容は次のとおりであります。  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年９月30日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っており、その内容は次のとおりであります。  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額相

当額 
（千円） 

減価償却累計
額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 

（千円） 

工具、器
具及び備
品 

 7,869  4,996  2,873

ソフトウ
ェア  

 63,870  24,001  39,868

合計  71,739  28,997  42,741

  
取得価額相

当額 
（千円） 

減価償却累計
額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 

（千円） 

工具、器
具及び備
品 

 7,869  6,370  1,499

ソフトウ
ェア  

 63,870  36,775  27,094

合計  71,739  43,145  28,593

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 千円14,148

１年超 千円28,593

合計 千円42,741

１年以内 千円13,565

１年超 千円15,028

合計 千円28,593

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 千円14,148

減価償却費相当額 千円14,148

支払リース料 千円14,148

減価償却費相当額 千円14,148

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

（減損損失） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

（有価証券関係）

前事業年度 
（平成21年９月30日） 

当事業年度 
（平成22年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。 

同左 
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 （注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 １.１株当たり純資産額 

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年９月30日） 

当事業年度 
（平成22年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 千円49,594

未払事業税・事業所税 千円1,800

賞与引当金損金算入限度超過額 千円7,629

繰越欠損金 千円74,460

その他 千円9,320

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

千円

千円

142,805

△5,096

繰延税金資産合計 千円137,708

（繰延税金資産）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 千円49,049

未払事業税・事業所税 千円1,940

賞与引当金損金算入限度超過額 千円7,631

繰越欠損金 千円58,868

その他 千円7,596

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

千円

千円

125,086

△5,089

繰延税金資産合計 千円119,997

（繰延税金負債）   

前払年金資産 千円56,064

固定資産圧縮積立金 千円125,810

その他有価証券評価差額金 千円2,075

繰延税金負債合計 千円183,950

繰延税金負債純額 千円46,241

（繰延税金負債）   

前払年金資産 千円55,983

固定資産圧縮積立金 千円118,773

その他 千円406

繰延税金負債合計 千円175,164

繰延税金負債純額 千円55,166

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 ％ 40.4

(調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

％ △9.0

住民税均等割 ％ △2.2

その他 ％ △1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 28.0

法定実効税率 ％ 40.4

(調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

％ △15.5

住民税均等割 ％ △4.6

   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％ 20.4

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 

  至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 

  至 平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭146 05

１株当たり当期純損失金額 円 銭△3 02

１株当たり純資産額 円 銭144 62

１株当たり当期純利益金額 円 銭0 78

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

 (平成21年９月30日) 
当事業年度 

 (平成22年９月30日) 

純資産の部の合計額（千円）  1,455,443  1,440,808

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  －  －

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  1,455,443  1,440,808

期末の普通株式の数（株）  9,965,137  9,962,885
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２.１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)金額 

  
前事業年度 

（自 平成20年10月1日 
    至 平成21年9月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月1日 

    至 平成22年9月30日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）  △30,057  7,793

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△）

（千円） 
 △30,057  7,793

期中平均株式数（株）  9,965,904  9,963,955

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

 －   －  
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(1）役員の異動 

1. 代表者の異動 

  該当事項はありません。 

2．その他の役員の異動 

 ① 新任取締役候補者 

     中 路  節  （総務部長） 

  

(2）その他 

  該当事項はありません。 

  

６．その他
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